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紛争の解決と平和の構築に実効力を発揮する 新しい「平和学」

本 名  純 教 授

Jun Honna

新しい平和学にむけた学際的研究拠点の形成：ポスト紛争地域における和解志向ガバナンスと 持続可能な平和構築の研究

シアでは、1999 年から 2004 年頃にかけて、いくつものコミュニティ間で

民族・宗教紛争が勃発しました。2005 年頃までには紛争の多くが終結し、

日本を含めたさまざまな国からの支援によって、現在復興を遂げつつある

というのが、国際社会の大方の見解です。しかし私たちが現地に入り、内

部から実情を眺める中で、これまで語られてこなかった平和構築の課題が

浮き彫りになってきました。

特に着目すべきは、治安の悪化とそれに伴う犯罪の増加です。紛争終結

後、紛争地域では政治基盤が脆弱になり、治安機構も十分に機能しないた

めに犯罪組織がはびこり、人身売買や麻薬の売買、武器の密輸、違法伐採

や違法漁業といった資源の略奪など、さまざまな犯罪が横行しています。

さらに深刻なのは、犯罪組織が権力構造と癒着し、国際社会からもたらさ

れる支援や投資が有効に活用されない構造を生み出していることです。外

部からは一見社会が安定したかに思えても、実は犯罪組織に汚染された社

会経済の仕組みが着々と構築されつつあるのです。これでは、たとえ紛争

は終結しても、平和が実現したとはいえません。

紛争中の軍事介入や紛争後の経済支援に留まらず、ポスト紛争地域にお

ける「治安の回復」に重点を置くことこそが、真の社会復興を導くカギと

なると考えています。そのためには地元の警察力と司法システムの向上が

必要です。研究によって、こうした平和協力における新たな視点が見えて

きました。そこで、ASEAN 各国で政策提言力を持つシンクタンクが集まっ

た「ASEAN シンクタンク連合（ASEAN ISIS）」とも連携し、「治安の維持・

回復」に焦点を当てた平和構築を模索しています。

新しい安 全保障の規 範づくりにおいて
日本がリーダーシップを発 揮するのにも寄与したい。

今後、将来を見すえて日本とアジア諸国との関係を構築していく上で

も、これまでのような経済協力だけではもはや十分とはいえません。ア

ジア地域全体の「安全保障」というより大きな枠組みでの国際協力が求

められるようになるでしょう。軍事的な安全保障では、日本にできる貢

献には限界があります。反面、大きな期待が寄せられているのは、非軍

事的な貢献です。その文脈で、平和構築は、域内安全保障協力の対象と

して、これからもっと注目されると考えています。日本の平和構築支援

を、より「人間の安全保障」のパラダイムと融合させることで、非軍事

的な安全保障問題への対応においてリーダーシップを発揮するという役

割を日本は担えるはずです。私たちは研究・政策提言を通して、それに

寄与していきたいと考えています。

さらに言えば、「人間の安全保障」は遠い外国の問題ではありません。

2011 年 3 月に発生した東日本大震災のような、人々の生活が脅かされる

自然の脅威に際しても考えなければならない課題です。

2011 年 10 月には立命館大学で「アジア太平洋平和研究学会」が開催

されます。本プロジェクトでも、「新しい平和学」について世界に向けて

発信することに加え、新しい取り組みとして東日本大震災の被災地復興

についても提言することを目論んでいます。日本、そして世界の人々が

安全に暮らすにはどうしたらいいか、今後もその道筋を探っていきます。

学際的なアプローチから地域のニーズをくみ取り、
政策提言を前提とした「平和学」の構築を目指しています。

このプロジェクトが目指しているのは、従来の「平和学」から脱却し、

新しい「平和学」を打ち立てるとともに、そのための研究拠点を、ここ

立命館大学国際関係学部を中心に形成することです。私たちの構想する

「平和学」の独自性は、次の 3 つにあります。

一つは、「政策志向型」であることです。いわゆる古典的な平和学が、

平和運動や思想、哲学などを研究の柱として、オポジションとしての政

治色を帯びていたのに対し、私たちは、政策としての平和協力を考えま

す。世界各地で繰り広げられている紛争の実態に目を向け、政策提言を

通して実効力のある平和協力に結びつけていくことを志しています。

二つ目には、理論研究ではなく、地域研究に立脚して、「現地からの発

信」を重視する点です。現地に足を踏み入れ、そこに暮らす人々の立場

から実態を理解し、彼らにとって意義のある平和のあり方を導き出すこ

とが重要だと考えています。

さらに三つ目には、「学際的なアプローチ」で研究を進めることです。

現代の紛争はその多くが「内戦型」と呼ばれるもので、政治やイデオロ

ギーの対立を原因とする従来の紛争とは異なり、宗教や民族などのアイ

デンティティの衝突、貧富の格差といった経済的不平等の先鋭化、土地

や資源の所有を巡る対立、気候変動や環境悪化によるコミュニティの生

活変容など、さまざまな要因が複雑に絡み合って起こります。単一の学

問領域から迫っても、こうした紛争を解決し、持続可能な平和を実現す

るための有効な政策的知見を見出すことはできません。国際関係学や経

済学、民族学、政治学、地理学、環境学といった社会・自然科学の学問

領域を融合させ、総合的にアプローチすることが必要です。

立命館大学国際関係学部には、多様な学問領域を専門とする人材が数

多く集い、幅広い教育・研究活動を展開しており、日本を代表する新し

い平和学の研究拠点となり得ると、大いに期待しています。

東南アジアのポスト紛争地 域の社 会復 興のカギは
「治 安の回復 」にあります。

プロジェクトでは、アフリカ、中東、南アジア、東南アジア、南米の 5

つの地域を対象に、とりわけ紛争を経験した後のポスト紛争国について研

究しています。まずは、各国・地域における政治社会構造や紛争被害、治

安システム、社会経済開発、国際支援の 5 つの視点から地域の実態を把握

し、紛争後の課題を抽出することから始めています。その結果をもとに、

地域の人々のニーズに即した平和協力のあり方を探り、政策提言につなげ

ていくつもりです。

プロジェクトがスタートして 1 年、研究実績が蓄積されてきたことに加

えて、平和構築政策に関心を持つ大学院生も増え、教育・人材育成を含め

た成果が徐々に表れつつあります。

中でも私は、東南アジア地域を対象に研究しています。例えばインドネ
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共著 『The State and Illegality in Indonesia
（Leiden: KITLV Press, 2011）』を出版

来る10 月 14 日から16 日まで、 立 命 館 大 学 衣 笠キャンパ スで、 アジ ア太平洋 平

和 研 究 学 会（ A s i a - P a c i f i c Pe a c e R e s e a r c h A s s o c i a t i o n、A P P R A ）の 2 011

年 研 究 大 会を開 催いたします。9 / 11 から10 年目、そして 3 / 11 後 の日本におい

て、アジア太平洋各地―パキスタン、インド、ネパール、スリランカ、バングラデ

シュ、タイ、ベトナム、インドネシア、フィリピン、オーストラリア、ニュージーラ

ンド、中国、台湾、韓国、米国、そして日本―から京都に集まる平和研究者とと

もに、現在のアジア太平洋の平和研究の課題について議論を深め、暴力克服の

道筋を探りたいと思います。

アジア太平洋平和研究学会（APPRA）2011 年研究大会
開催のお知らせ

〈協賛 〉日本平和学会   http://www.psaj.org/
〈 共催 〉	R - G I R O 研究プロジェクト（新しい平和学にむけた学際的研究拠点の形成：ポス

ト紛争地域における和解志向ガバナンスと持続可能な平和構築の研究 ）
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